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1．重大事故等対策

1.0 重大事故等対策における共通事項 

1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等 

1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手

順等 

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手

順等 

1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 

1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 

1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 

1.14 電源の確保に関する手順等 

1.15 事故時の計装に関する手順等 

1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等 

1.17 監視測定等に関する手順等 

1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

1.19 通信連絡に関する手順等 

2. 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他テロリズムへの

対応における事項

2.1 可搬型設備等による対応

下線は，今回の提出資料を示す。 
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1. はじめに

東日本大震災における東京電力福島第一原子力発電所については，全交流電源

の喪失，常設直流電源の喪失とともに安全系の機器又は計測制御機器の多重故障

等のこれまでに経験したことがない事象が発生した。過酷環境において原子炉を

冷却するために種々の対応が行われ，この対応において得られた様々な知見や国

内外の各機関が指摘した問題点及び教訓が，東京電力をはじめ，国内外の各機関

によって整理・指摘され，対策が提言されている。 

これらの指摘及び提言は，重大事故等対処設備の整備強化等の設備面の対策だ

けでなく，重大事故等対処設備の活用のための手順書の整備，教育・訓練の充実

及び運転操作を補助する資機材の充実についても挙げられている。 

本項では，これらの指摘及び提言を踏まえ，重大事故等対処設備の活用に関す

る運用面の課題を整理し，島根原子力発電所２号炉での対策及び取組みについて

述べる。今後も，東京電力福島第一原子力発電所事故により得られる新たな知見

や対策が得られ次第，適宜，対策の実施可否について検討し，対応が必要な課題

については対策を講じていく。 
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2. 東京電力福島第一原子力発電所における事故対応の運用面の問題点及び対策

(1) 課題の抽出要領

重大事故等対処設備の運用面の課題の抽出に当たっては，以下の報告書に記

載された指摘又は提言から，島根原子力発電所２号炉において対応すべき対策

を抽出した。 

第１表 重大事故等対処設備の運用面の課題を抽出した報告書 

報告書名称 機関 報告年月 

1 
東京電力株式会社福島第一原子力発電所事

故調査委員会報告書 
国会事故調 2012 年６月 

2 
東京電力福島原子力発電所における事故調

査・検証委員会 最終報告書 
政府事故調 2012 年７月 

3 
福島原発事故独立検証委員会 調査・検証報

告書 
民間事故調 2012 年２月 

4 福島原子力事故調査委員会 最終報告書 東京電力 2012 年６月 

5 
福島第一原子力発電所における原子力事故

から得た教訓 

ＩＮＰＯ 

（原子力発電運転

協会） 

2012 年８月 

上記の各報告書には，内容が同様あるいは類似の指摘及び提言があるため，

抽出された指摘及び提言を分類化し，島根原子力発電所２号炉におけるこれま

での対応を踏まえて，対応すべき課題を選定した。 

各報告書の指摘及び提言には，深層防護の考え方に基づく重大事故等対処設

備の多重化や多様化の設備対応の強化が含まれているが，これらのハード対策

は，他の説明資料にて対策方針が示されているため本資料には記載しない。本

資料では，別紙１に示すように，指摘及び提言の対応方針が確立し，かつ他資

料に記載していない運用面に関する課題を抽出した。 

抽出した課題は「手順書の整備」「訓練の充実」「運転操作を補助する資機

材の充実」に分類化することができ，その対策とあわせて以下に整理した。 

(2) 抽出された課題と対策

抽出された課題と島根原子力発電所２号炉における対策について，「手順書

の整備」「訓練の充実」「運転操作を補助する資機材の充実」の観点に整理し

た。その対策とあわせて以下に示す。 
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ａ．手順書の整備 

第２表 手順書の整備に関する課題と対策 

課題 対策 

1 

・全電源喪失状態となった場合の非常用

復水器（ＩＣ）の操作，その後の確認

作業についてのマニュアルがなく，系

統確認や運転操作に対し迅速に対応で

きていなかった。 

・全電源喪失時の手順を整備し，重大事

故等にも対応できる手順を整備する。

2 

・事故時の運転手順書は電源があること

を前提としていた。 

このため，事故時の徴候ベースの手順

書からシビアアクシデント手順書への

移行も，電源があることを前提とした

計器パラメータ管理であった。 

故に，シビアアクシデント手順書は，

全電源喪失等の事態では機能できない

実効性に欠いたものであった。 

・電源機能が喪失した場合でも，重要な

パラメータについては確認できるよう

可搬型の計測器を使用したパラメータ

の確認手順を整備する。
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ｂ．訓練の充実 

第３表 訓練の充実に関する課題と対策 

課題 対策 

1 

・㈱ＢＷＲ運転訓練センターにおける重

大事故等対応の運転員の教育・訓練

は，直流電源が確保され中央制御室の

制御盤が使える前提であった。このた

め，常設直流電源が喪失した条件での

重大事故等は対象としていなかった。 

・㈱ＢＷＲ運転訓練センター及び自社シ

ミュレータ施設における運転員の訓練

においては，シミュレータを用いて全交

流動力電源の喪失，常設直流電源の喪失

等での重大事故等の状態を想定し，重大

事故等対処設備を使用した訓練を実施

することにより，実効性のある訓練を行

う。 

2 

・㈱ＢＷＲ運転訓練センターにおける運

転員の教育訓練は，重大事故等対応の

内容を「説明できる」ことが目標の机

上教育に留まっており，実効性のある

訓練となっていなかった。 

3 

・防災訓練を１年に１回の頻度でしか実

施していなかった。 

このため，防災訓練の経験者の増加が

僅かであり，チームとしての対処能力

の向上には至っていなかった。 

・訓練参加者に対して，事前に訓練シナ

リオを伝えない訓練を実施することに

より，実効的な緊急時対応能力の向上

に努める。 

・東京電力福島第一原子力発電所事故か

ら得られた知見，その他各種知見を基

にした新規制基準の適合申請において

想定した事故シナリオ及び対処策を用

いて，定期的な訓練を計画・実施する。 

・高頻度に原子力防災訓練を行うことに

より，訓練経験者を増やし，交替要員

を含めたチーム全体の対処能力の向上

を図る。
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【実施状況】 

(a) 運転訓練施設における運転員の訓練実績（平成26年４月～令和２年３月） 

・自社シミュレータ施設における直員連携訓練：68回（累計の参加人数

566名）

・社外シミュレータ施設における運転員の訓練：55回（累計の参加人数

69名）

（上記２つの訓練は，いずれも電源機能等喪失，重大事故等の発生を想

定し，シミュレータを用いて対処操作を検討・評価する。） 

シミュレータを用いた運転操作訓練の状況

（写真は自社施設での実施状況，電源喪失時を想定） 

(b) 発電所における訓練実績（平成26年４月～令和２年３月の累計）

・総合訓練：７回（緊急時対策本部を設置し対応，現場での実模擬操作

と連動）

・要素訓練：331回（高圧発電機車の操作及びケーブル敷設，大量送水

車の移動及びホース展張，タンクローリの移動及びホース展張 他）

総合防災訓練の状況    高圧発電機車を用いた電源供給訓練の状況 

（写真は全交流電源喪失時を想定した電源 

ケーブル接続作業）
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大量送水車による訓練状況 

（写真はホース展張とホース接続作業） 
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ｃ．運転操作を補助する資機材の充実 

第４表 運転操作を補助する資機材の充実に関する課題と対策 

課題 対策 

1 

・電源喪失によって，中央制御室での計

装系の監視及び制御である中央制御

室の機能，発電所内の照明，ホットラ

イン以外の通信手段を失った。

このため，有効なツールや手順書がな

い中で，現場の運転員たちによる臨機

の判断，対応に依拠せざるを得ず，手

探りの状態での事故対応となった。 

・電源喪失により，中央制御室の既存の

計装設備への交流電源が停止した場合

にも，速やかに直流電源を供給し，監視

を継続及び制御が可能な構成とする。ま

た，重大事故等対応に必要な新規に設置

する計装設備は直流電源による給電と

する。

・中央制御室及び緊急時対策所から操作

及び作業の連絡を行うため，所内通信

連絡設備，電力保安通信用電話設備を

整備する。

・電源喪失時の準備として，避難用の照

明とは別に作業用照明を設置し，中央制

御室及び機器へのアクセスルート等は

非常用電源により照明が使用できるよ

うにするとともに，懐中電灯等の可搬型

照明等により，既存の照明設備のない状

況での操作及びパトロールを可能とす

る。

・発電所内の連絡手段を確保するため，

電源機能喪失時の対応用資機材とし

て，無線通信設備，有線式通信設備及

び衛星電話設備等を配備する。
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3. その他の取組み

２．項で述べた東京電力福島第一原子力発電所事故における事故対応の運用面

の問題点及び対策のほかに，当社として取り組むべき事項を以下のとおり整理し，

対応している。 

(1) 手順書の整備

ａ．手順書の整備によるヒューマンエラー防止対策の取組み 

従来から，当社は手順書を整備し，運転操作ミス（誤操作）の防止に取

り組んでいる。重大事故等発生時における対処に係る運転操作に当たって，

運転操作ミスの防止に係る重要性がさらに高まることから，今後は，重大

事故等対処設備の運転操作に関わる事項の整備に当たっては，第５表に記

載した事項について考慮する。 

第５表 ヒューマンエラー防止対策の取組み 

1 
・設計基準事故を超える事故に対し，的確かつ柔軟に対処できるよう，必要な手

順書類を整備する。

2 
・適切な判断を行うために必要となる情報の種類，入手方法及び判断基準を整備

する。

ｂ．その他 

上記ａ．のほかに，重大事故等時における手順書について，第６表の観

点も追加して整備する。 

第６表 その他考慮する事項（手順書の整備） 

1 

・炉心損傷及び格納容器破損を防ぐために最優先すべき操作等（ほう酸水注入，

海水注入，格納容器ベント）の判断基準をあらかじめ明確化し，当直副長の判

断により迅速な操作ができるようにする。

2 
・重大事故等時に運転操作する設備，監視する計器及び通信連絡設備等について

は，その他の設備等と識別化しておく。

(2) 運用面での改善

従来から，当社では重大事故等の発生時に迅速・的確な事故対応ができるよ

うに，原子力防災訓練等の事故対応の教育・訓練を実施している。また，発電

所員の事故対応意識の向上のため，安全文化醸成活動を継続的に実施している。

このような，運用面での取組みについて，第７表に関する事項について改善を

行う。 
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第７表 その他考慮する事項（運用面での改善） 

1 

・本部長の指揮下に各統括を配置し，各統括の指揮下には各班を設け，従来の本

部長に集中する情報を各統括を介しての情報連絡に見直すことにより，整理さ

れた情報伝達を可能とし，対応戦略の意思決定等を円滑に行う。

2 

・各種の情報が本社とも共有可能な情報共有ツール（時系列管理システム，ＣＯ

Ｐ（Ｃｏｍｍｏｎ Ｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌ Ｐｉｃｔｕｒｅ））を整備し，電

話や紙による情報共有に加え，より円滑に情報を関係者で共有できるようにす

る。

3 
・社外対応を行う者に対して，モバイルパソコンやタブレット等のツールを活用

した情報提供を行う。

4 

・夜間・休日昼間においては，重大事故等が発生した場合，速やかに対策の対応

を行うため，発電所構内に重大事故等に対処する要員を常時確保する。また，

あらかじめ定めた連絡体制に基づき，夜間・休日昼間を含めて必要な要員を招

集できるよう，定期的に連絡訓練を実施する。

5 

・発電所と中国電力ネットワーク株式会社で系統事故時対応訓練を実施して協力

関係を強化する。また，外部電源復旧訓練を中国電力ネットワーク株式会社と

合同で実施する等，連携も強化する。

6 

・地震の揺れに対する防護のため，中央制御室の制御盤に地震時対応用手摺りの

取付け及び中央制御室内の什器の固定など，地震を念頭に置いた対策を実施す

る。

7 

・事故時に要求される特殊技量（重機の操作等）を有した要員を確保するために，

大型自動車・けん引及び重機等の免許等について社員の資格取得を継続して計

画する。また，資格所有者の管理を実施する。

8 

・運転訓練シミュレータとは別に，シビアアクシデント時の知識，理解力向上の

ためプラント挙動等を可視化する研修ツール（卓上ＰＣシステム）を構築して

おり，プラント挙動を可視化するツールの特徴を活かした事故時の挙動の解説

や事故の影響緩和策等の対応策の検討等，教育へ活用する。
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 別紙１ 

東京電力福島第一原子力発電所の事故に係る重大事故等対処設備の 

運用面の課題抽出について 

1. 抽出要領

本資料における東京電力福島第一原子力発電所の事故に係る重大事故等対処

設備の運用面の課題の抽出の概要を以下に示す。 

指摘及び提言事項は，調査対象となる報告書の記載を確認して抽出した。抽出

された指摘及び提言事項は，重複するものを整理した後に，各部門にて各々の指

摘及び提言事項の対応方針を確認し，対応方針が未確立の事項について，本検討

の中で改めて対応方針を検討し確立した。この抽出された指摘及び提言事項とそ

の対応方針は，原子力部門戦略会議に報告し，その進捗状況を管理している。 
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調査対象 

報告書名称 機関 

1 
東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故調査

委員会報告書（2012年６月） 
国会事故調 

2 
東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証

委員会 最終報告書（2012年７月） 
政府事故調 

3 
福島原発事故独立検証委員会 調査・検証報告書

（2012 年２月） 
民間事故調 

4 
福島原子力事故調査委員会 最終報告 

（2012 年６月） 
東京電力 

5 
福島第一原子力発電所における原子力事故から 

得た教訓（2012 年８月） 

ＩＮＰＯ 

（原子力発電運転協会） 

島根原子力発電所２号炉に係る指摘及び提言事項 

抽出した指摘及び提言事項について，内容が類似の事項を統合 

約440項目 

約60項目 

統合した指摘及び提言事項のうち，対応が明確である事項を抽出 

ただし，以下に示すような他の説明資料で記載される事項は対象外とした。 

（他の説明資料で記載されるため対象外とした内容） 

・設備及び資機材の整備に係る事項

・設備及び資機材の整備に伴って対応する事項

（手順書を整備すること，整備した手順書を用いた訓練を行うこと等）

・発電所の緊急時対策本部及び本社の緊急時対策総本部の体制や要員の

活用等に係る事項

・その他（他の説明資料で記載される内容）

本資料中の下記の表に集約 

・第２表 手順書の整備に関する課題と対策

・第３表 訓練の充実に関する課題と対策

・第４表 運転操作を補助する資機材の充実に関する課題と対策

1.0.12-11



別紙２ 

 

東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る課題及び現状 

 

1. はじめに 

原子力規制委員会「東京電力福島第一原子力発電所における事故の分析に係

る検討会」（以下「事故分析検討会」という。）において取りまとめられた

「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ」

（以下「中間取りまとめ」という。）に記載された事項から課題を抽出し，島

根原子力発電所２号炉における現状を整理した。 

中間取りまとめは，事故分析検討会において，2021年３月までに技術的な内

容の具体的検討を行った結果等を取りまとめたもので，今後，引き続き調査・

分析を継続することとされており，事故時の現象に関する未解明のメカニズム

等については最終報告を確認する必要があるが，東京電力福島第一原子力発電

所事故から可能な限り教訓を得る観点から，対応すべき課題を抽出した。 

 

2. 抽出された課題及び現状 

中間取りまとめから抽出された課題に対して，島根原子力発電所２号炉にお

ける現状を整理した結果を第１表に示す。 

今後も，事故分析検討会における検討状況を注視し，新たな知見が得られ次

第，適宜，対策の実施可否について検討し，対応が必要となった課題について

は対策を講じていく。 
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第
１

表
 

中
間
取

り
ま

と
め

か
ら

抽
出
さ

れ
た

課
題
及
び

現
状

（
１

／
６

）
 

 
課
題
 

現
状
 

備
考
 

1 

ラ
プ

チ
ャ
ー
デ
ィ
ス
ク
の
破
壊
設
定
圧
力
 

・
 2
号

機
ラ
プ
チ
ャ
ー
デ
ィ
ス
ク
は
破
裂
し

て
お
ら

ず
、
同
号

機
は

一
度

も
ベ
ン
ト
に
成
功
し
な
か
っ
た
と
判

断
す
る

。【
P.
11
】
 

・
 ラ

プ
チ

ャ
ー
デ
ィ
ス
ク
の
破
壊
圧
力
が

0.
52
8M
Pa
(a
bs
)と

い
う

高
い

圧
力
に
設
定
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
あ

り
、
ラ

プ
チ
ャ
ー

デ
ィ

ス
ク

の
破
壊
圧
力
の
設
定
の
妥
当
性
に
つ

い
て
検

討
す
る
こ

と
が

重
要

で
あ
る
。【

P.
29

】
 

・
 耐

圧
強

化
ベ

ン
ト
ラ

イ
ン
の
ラ
プ
チ
ャ
ー
デ
ィ
ス
ク

（
0.
45
M
Pa
[g
ag
e]
）

は
撤
去

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

・
 格

納
容

器
フ

ィ
ル
タ

ベ
ン
ト
系
の
ラ
プ
チ
ャ
ー
デ
ィ
ス
ク
（
圧

力
開

放
板
）

の
設
計

破
裂
圧
力
は
，
十
分
に
低
い
圧
力

（
0.
08
MP
a[
ga
ge
]）

に
設
定

す
る
こ
と
と

し
て
い
る
。
 

・
 現

状
対

応
で

シ
ビ
ア

ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
策
上
の
問
題
は
無
い
。
 

補
足
資
料

(1
)
参
照
 

 補
足
資
料

(2
)
参
照
 

 

2 

ウ
ェ

ッ
ト
ウ
ェ
ル
ベ
ン
ト
時
の
除
染
係
数
 

・
 従

来
、
1号

機
と

3号
機
で
は
、

3号
機
の
方

が
サ
プ

レ
ッ
シ

ョ
ン

チ
ェ

ン
バ
（
S/

C）
の
内
部
水
の
温
度
が

飽
和
温

度
に
近
か

っ
た

こ
と

に
よ
っ
て
、
ベ
ン
ト
時
に
減
圧
沸
騰

し
た
可

能
性
が
あ

り
、

こ
の

水
の
状
態
に
よ
り
ス
ク
ラ
ビ
ン
グ
に

よ
る
除

染
係
数
（

DF
）

が
著

し
く
低
く
な
っ
た
可
能
性
が
あ
る
と

の
考
え

が
示
さ
れ

て
き

た
。【

P.
15
】
 

・
 1
号

機
及
び
3号

機
の
ベ
ン
ト
時
に
想
定
さ

れ
る
サ

プ
レ
ッ
シ

ョ
ン

チ
ェ

ン
バ
（
S/

C）
内
の
水
位
や
水
温
の

条
件
付

近
で
は
、

除
染

係
数

は
、
ベ
ン
ト
管
の
下
端
部
か
ら
水
面

ま
で
の

高
さ
（
ス

ク
ラ

ビ
ン

グ
時
の
水
位
（
サ
ブ
マ
ー
ジ
ェ
ン
ス

））
が
重

要
な
影

響
因

子
で

あ
っ
て
、
減
圧
沸
騰
を
含
む
水
温
の

影
響
は

あ
ま
り
大

き
く

な
い

と
い
う
知
見
を
得
た
こ
と
か
ら
、
こ

の
考
え

は
除
染
係

数
の

差
を

説
明
す
る
こ
と
に
適
し
て
い
な
い
と

判
断
し

て
い
る
。

【
P.
15

】
 

・
 サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・

プ
ー
ル
沸
騰
時
の
ス
ク
ラ
ビ
ン
グ
効
果
に

つ
い

て
，
電

力
共
同

研
究
に
て
実
験
を
行
っ
て
お
り
，
沸
騰
時

と
未

飽
和
時

で
ス
ク

ラ
ビ
ン
グ
効
果
は
同
等
程
度
で
あ
る
こ
と

を
確

認
し
て

い
る
。
 

・
 今

後
の

調
査

・
分
析

の
動
向
を
注
視

す
る
。
 

補
足
資
料

(3
)
参
照
 

注
：

課
題
欄

の
括
弧

内
の
ペ
ー
ジ
数
は
中
間
取
り
ま
と
め
の
ペ
ー
ジ
数
を
示
す
。
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第
１

表
 

中
間
取

り
ま

と
め

か
ら

抽
出
さ

れ
た

課
題
及
び

現
状

（
２

／
６

）
 

 
課
題
 

現
状
 

備
考
 

3 

真
空

破
壊
弁
の
機
能
不
全
に
よ
る
ス
ク
ラ
ビ

ン
グ

・
バ
イ
パ

ス
説
 

・
 サ

プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
チ
ェ
ン
バ
（

S/
C）

に
接

続
し
て

い
る
真

空
破

壊
弁

の
1つ

が
故
障
し
、
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル

（
D/
W）

中
の
気

体
が

ベ

ン
ト

時
に
ス
ク
ラ
ビ
ン
グ
を
経
由
せ
ず
に

排
気
さ

れ
た
可
能

性
が

指
摘

さ
れ
た
。【

P.
16

】
 

・
 福

島
第

二
原
子
力
発
電
所
に
お
い
て
、
真

空
破
壊

弁
の
ガ
ス

ケ
ッ

ト
ず

れ
が
確
認
さ
れ
た
。【

P.
16

】
 

・
 B
WR
の

確
率
論
的
リ
ス
ク
評
価
（

PR
A
）
手

法
の
改

善
等
の

観
点

か

ら
、

今
後
も
検
討
す
べ
き
項
目
で
あ
る
と

考
え
ら

れ
る

。

【
P.
16

】
 

・
 真

空
破

壊
装

置
の
ガ

ス
ケ
ッ
ト
は
シ
リ
コ
ン
ゴ
ム
製
で
あ
っ
た

が
，

シ
リ
コ

ン
ゴ
ム

は
高
温
蒸
気
環
境
で
の
劣
化
が
確
認
さ
れ

て
い

た
こ
と

か
ら
，

改
良
Ｅ
Ｐ
Ｄ
Ｍ

製
シ
ー
ル
材
に
変
更
す
る

こ
と

と
し
て

い
る
。
 

・
 真

空
破

壊
装

置
の
ガ

ス
ケ
ッ
ト
は
，

フ
ラ
ン
ジ
部
の
溝
に
伸
縮

性
の

あ
る
ガ

ス
ケ
ッ

ト
を
広
げ
て
は
め
込
む
構
造
で
あ
り
，
簡

単
に

は
外
れ

に
く
い

構
造
と
し

て
い
る
。
 

・
 仮

に
ガ

ス
ケ

ッ
ト
が

溝
か
ら
完
全
に

外
れ
た
場
合
，
フ
ラ
ン
ジ

と
弁

体
の
機

械
加
工

さ
れ
た
部
分
が
接
触
す
る
こ
と
か
ら
，
ド

ラ
イ

ウ
ェ
ル

側
か
ら

の
圧
力
が
掛
か
っ
て
い
る
状
態
に
お
い
て

は
サ

プ
レ
ッ

シ
ョ
ン

・
チ
ェ
ン
バ
に
大
量
に
蒸
気
が
漏
え
い
す

る
可

能
性
は

低
い
と

考
え
ら
れ
る
。

な
お

，
弁
体
と
フ
ラ
ン
ジ

の
間

に
ガ
ス

ケ
ッ
ト

の
噛
み
込
み
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て

も
，

ガ
ス
ケ

ッ
ト
の

厚
み
程
度
で
は
隙
間
は
小
さ
く
，
ド
ラ
イ

ウ
ェ

ル
側
か

ら
圧
力

が
掛
か
っ
て
い
る
状
態
で
あ
れ
ば
，
大
量

に
蒸

気
が
漏

え
い
す

る
可
能
性
は
低
い
と
考
え
ら
れ
る
。
 

・
 真

空
破

壊
装

置
故
障

は
，
現
状
の
許
認
可
モ
デ
ル
と
し
て
考
慮

し
て

い
な
い

が
，
今

後
，
Ｐ
Ｒ
Ａ

モ
デ
ル
の
高
度
化
の
一
環
で

真
空

破
壊
装

置
故
障

に
よ
る
影
響
を
考
慮

す
る
こ
と
と
し
て
い

る
。
 

補
足
資
料

(4
)参

照
 

   補
足
資
料

(5
)参

照
 

 

注
：

課
題
欄

の
括
弧

内
の
ペ
ー
ジ
数
は
中
間
取
り
ま
と
め
の
ペ
ー
ジ
数
を
示
す
。
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第
１

表
 

中
間
取

り
ま

と
め

か
ら

抽
出
さ

れ
た

課
題
及
び

現
状

（
３
／

６
）

 

 
課
題
 

現
状
 

備
考
 

4 

ベ
ン

ト
ガ
ス
の
自
号
機
へ
の
逆
流
及
び
他
号

機
へ

の
流
入
 

・
 1
号

機
及
び
3号

機
の
い
ず
れ
に
お
い
て
も

、
自
号

機
へ
の
相

当
量

の
ベ

ン
ト
ガ
ス
の
逆
流
が
あ
っ
た
と
判
断

す
る

。【
P.
1
6】

 

・
 3
号

機
へ
の
逆
流
量
は

4号
機
へ
の
流
入
量

の
2倍

程
度

【
P.
17

】
 

・
 1
号

機
へ
の
自
号
機
逆
流
は
2号

機
へ
の
流

入
量
の

数
倍
【
P.
17

】
 

・
 1
／

2号
機
及
び

3／
4号

機
の
ス
タ
ッ
ク
が

そ
れ
ぞ

れ
共
用
さ

れ
て

お
り

、
SG

TS
配
管
も
ス
タ
ッ
ク
の
手
前
で

合
流
す

る
系
統
構

成
と

な
っ

て
い
る
。【

P.
15

1】
 

・
 系

統
構

成
中
、
SG

TS
フ
ィ
ル
タ
ト
レ
イ
ン

前
後
に

設
置
さ
れ

て
い

る
隔

離
弁
は
電
源
喪
失
時
に
全
開
と
な
る

こ
と
、

逆
流
防
止

の
た

め
の

グ
ラ
ビ
テ
ィ
ダ
ン
パ
は
仕
様
上
、
一

定
の
漏

え
い
（
逆

流
）

が
生

じ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。【

P.
15
1】

 

・
 耐

圧
強

化
ベ

ン
ト
ラ

イ
ン
の
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
か
ら
の
分
岐

箇
所

を
変
更

し
，
非

常
用
ガ
ス
処
理
系
と
の
接
続
配
管
に
は
隔

離
弁

を
２
重

で
設
置

す
る
設
計
と
し
て
い
る
。
 

・
 耐

圧
強

化
ベ

ン
ト
ラ

イ
ン
は
他
号
機
と
共
用
し
て
お
ら
ず
，
排

気
管

は
単
独

で
排
気

筒
頂
部
ま
で
設
置
し
て
い
る
。
 

・
 非

常
用

ガ
ス

処
理
系

フ
ィ
ル
タ
出
口
側
の
隔
離
弁
は
電
動
駆
動

弁
（

フ
ェ
ー

ル
ア
ズ

イ
ズ
）
で
，
グ
ラ
ビ
テ
ィ
ダ
ン
パ
は
フ
ィ

ル
タ

入
口
側

（
排
風

機
出
口
側
）
に
設
置
し
て
い
る
。
 

・
 な

お
，

格
納

容
器
フ

ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
は
，
他
系
統
と
の
接
続

配
管

に
隔
離

弁
を
２

重
で
設
置
し
，
排
気
管
は
単
独
で
原
子
炉

建
物

頂
部
ま

で
設
置

し
て
い
る
た
め
，
自
号
機
へ
の
逆
流
及
び

他
号

機
へ
の

流
入
は

な
い
設
計
と
し
て
い
る
。
 

・
 現

状
対

応
で

シ
ビ
ア

ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
策
上
の
問
題
は
無
い
。
 

補
足
資
料

(1
)
参
照
 

 

5 

シ
ー

ル
ド
プ
ラ
グ
の
下
面
の
汚
染
 

・
 1
～

3号
機
原
子
炉
建
屋
の
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ

ン
グ
フ

ロ
ア
（
以

下

「
オ

ペ
フ
ロ
」
と
い
う
。）

の
線
量
率
の

測
定
結

果
等
を
分

析
し

た
結

果
、
原
子
炉
格
納
容
器
（

PC
V
）

の
上

部
に
設

置
さ
れ

て
い

る
シ

ー
ル
ド
プ
ラ
グ
の
下
面
の
汚
染
の
程

度
が
高

い
こ
と
が

確
認

さ
れ

た
。【

P.
17
】
 

・
 1
号

機
の
シ
ー
ル
ド
プ
ラ
グ
の
歪
み
の
形

状
か
ら

は
、
シ
ー

ル
ド

プ
ラ

グ
が
下
に
向
か
っ
て
大
き
な
力
を
受

け
た
形

跡
を
示
し

て
い

る
こ

と
な
ど
か
ら
、
水
素
爆
発
時
に
生
じ

た
可
能

性
が
高
い

と
考

え
ら

れ
る
。【

P.
20
】
 

・
 シ

ー
ル

ド
プ

ラ
グ
は

，
５
分
割
さ
れ
た
ブ
ロ
ッ
ク
を
組
み
合
わ

せ
た

ラ
ビ
リ

ン
ス
構

造
と
し
て
い
る
。
 

・
 今

後
の

調
査

・
分
析

の
動
向
を
注
視
す
る
。
 

補
足
資
料

(6
)
参
照
 

注
：

課
題
欄

の
括
弧

内
の
ペ
ー
ジ
数
は
中
間
取
り
ま
と
め
の
ペ
ー
ジ
数
を
示
す
。
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第
１

表
 

中
間
取

り
ま

と
め

か
ら

抽
出
さ

れ
た

課
題

及
び

現
状

（
４

／
６

）
 

 
課
題
 

現
状
 

備
考
 

6 

3号
機

の
水
素
爆
発
現
象
 

・
 3
号

機
の
水
素
爆
発
は
単
純
な
非
常
に
短

時
間
で

の
爆
発
に

よ
る

単
一

現
象
で
は
な
く
、
多
段
階
の
事
象
が

積
み
重

な
っ
た
も

の
と

す
る

「
多
段
階
事
象
説
」
が
有
力
と
の
認

識
に
至

っ
た

。

【
P.
22

】
 

・
 3
号

機
の
水
素
爆
発
時
点
の
原
子
炉
建
屋

内
部
の

雰
囲
気
は

、
水

素
、（

可
燃
性
）
有
機
化
合
物
、
水
蒸
気

及
び
空

気
が
混
合

し
た

も
の

で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。【

P.
24
】
 

・
 今

後
の

調
査

・
分
析

の
動
向
を
注
視
す
る
。
 

 

7 

オ
ペ

フ
ロ
（
5階

）
以
外
に
お
け
る
水
素
爆
発
の

可
能
性
 

・
 3
号

機
原
子
炉
建
屋
3階

天
井
部
の
梁
の
損

傷
が
判

明
し
た
。

【
P.
25

】
 

・
 4
階

の
水
素
爆
発
に
よ
っ
て
、

30
0～

50
0k
Pa

の
圧

力
が
20
～

40
ms

か
か

る
と
、
大
梁
の
変
形
が
生
じ
う
る
と

の
見
解

を
得
た
。

【
P.
25

】
 

・
 水

素
を

含
む

高
温
の

ガ
ス
は
上
昇
す
る
こ
と
を
想
定
し
，
オ
ペ

フ
ロ

に
静
的

触
媒
式

水
素
処
理
装
置
（
Ｐ
Ａ
Ｒ
）
を
設
置
す
る

こ
と

と
し
て

い
る
。
 

・
 漏

え
い

想
定

箇
所
で

あ
る
ハ
ッ
チ
等
の
シ
ー
ル
材
を
改
良
Ｅ
Ｐ

Ｄ
Ｍ

製
シ
ー

ル
材
へ

変
更
す
る
こ
と
と
し
て
い
る

。
 

・
 ハ

ッ
チ

等
の

付
近
に

は
水
素
濃
度
計
を
設
置
す
る

こ
と
と
し
て

い
る

。
 

・
 原

子
炉

建
物

水
素
濃

度
2.

5v
o
l
％

到
達
で
格
納
容
器
ベ
ン
ト
を

実
施

す
る
手

順
を
整

備
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

・
 現

状
対

応
で

シ
ビ
ア

ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
策
上
の
問
題
は
無
い
。
 

   補
足
資
料

(7
)
参
照
 

 補
足
資
料

(8
)
参
照
 

 補
足
資
料

(9
)
参
照
 

8 

3号
機
及

び
4号

機
に
お
け
る
爆
燃
現
象
 

・
 3
号

機
原
子
炉
建
屋
4階

並
び
に

4号
機
原
子

炉
建
屋

3階
及
び
4階

の
破

損
状
況
に
つ
い
て
、
少
な
く
と
も
い

く
つ
か

の
箇
所
で

は
、

爆
轟

現
象
で
は
な
く
圧
力
上
昇
（
爆
燃
現

象
）
が

生
じ
た
結

果
で

あ
る

こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ

る
。
【
P.
26

】
 

・
 今

後
の

調
査

・
分
析

の
動
向
を
注
視
す
る
。
 

 

注
：

課
題
欄

の
括
弧

内
の
ペ
ー
ジ
数
は
中
間
取
り
ま
と
め
の
ペ
ー
ジ
数
を
示
す
。
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第
１

表
 

中
間
取

り
ま

と
め

か
ら

抽
出
さ

れ
た

課
題
及
び

現
状

（
５

／
６

）
 

 
課
題
 

現
状
 

備
考
 

9 

主
蒸

気
逃
が
し
安
全
弁
（
SR
V）

の
不
安
定
動

作
 

・
 全

交
流

動
力
電
源
喪
失
（
SB
O）

条
件
下
で

、
ア
キ

ュ
ム
レ

ー
タ

の
窒

素
が
消
耗
し
、
主
蒸
気
逃
が
し
安
全

弁
（

SR
V
）

が
完

全
開

に
も

完
全
閉
に
も
な
ら
な
い
不
十
分
な
開

閉
が
反

復
し
て
い

る
状

態
（

以
下
「
中
途
開
閉
状
態
」
と
い
う
。）

に
至
る

と
、
原

子
炉

圧
力

容
器
（
RP

V）
圧
力
が
主
蒸
気
逃
が

し
安
全

弁
（

SR
V）

の
開

信
号

の
解
除
圧
力
を
下
回
っ
て
も
中
途
開

閉
状
態

の
状
態
が

継
続

さ
れ

る
。【

P.
27
】
 

・
 原

子
炉

圧
力
容
器
（
RP

V）
圧
力
の
小
刻

み
な
変

動
は
、
主

蒸
気

逃
が

し
安
全
弁
（
SR
V
）
の
弁
体
押
さ
え

バ
ネ
の

温
度
が
上

昇
し

た
影

響
に
よ
り
、
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁

（
SR
V）

が
所
定

の
設

定
圧

力
よ
り
も
低
い
圧
力
に
お
い
て
、
安

全
弁
機

能
と
し
て

動
作

し
た

も
の
と
考
え
ら
れ
る
。【

P.
27

】
 

・
 窒

素
の

不
足
の
み
な
ら
ず
、
主
蒸
気
逃
が

し
安
全

弁
（

SR
V
）

の

逃
が

し
弁
機
能
の
制
御
機
構
等
に
何
ら
か

の
未
解

明
の
要
素

が
あ

る
と

の
結
論
に
至
っ
た
。【

P.
27

】
 

・
 逃

が
し

安
全

弁
窒
素

ガ
ス
供
給
系
に
よ
り

Ｓ
Ｒ
Ｖ

に
窒
素
を
供

給
可

能
な
設

計
と
し

，
窒
素
不
足
が
発
生
し
な
い
よ
う
予
備
の

ガ
ス

ボ
ン
ベ

を
配
備

す
る
こ
と
と
し
て
い
る

。
 

・
 Ｓ

Ｒ
Ｖ

用
電

磁
弁
及

び
Ｓ
Ｒ
Ｖ
シ
リ
ン
ダ
の
シ
ー
ル
部
を
改
良

Ｅ
Ｐ

Ｄ
Ｍ
製

シ
ー
ル

材
に
変
更
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
 

・
 格

納
容

器
代

替
ス
プ

レ
イ
系
に
よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
温

度
低

下
が
可

能
な
設

計
と
し
て
い
る

。
 

・
 Ｓ

Ｒ
Ｖ

の
駆

動
用
窒

素
の
不
足
に
関
し
て
は
，
現
状
対
応
で
シ

ビ
ア

ア
ク
シ

デ
ン
ト

対
策
上
の
問
題
は
無
い

。
 

・
 中

間
開

閉
状

態
が
解

除
さ
れ
ず
に
継
続
し
た
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
関

す
る

未
解
明

の
要
素

に
つ
い
て
は
，

今
後
の
調
査
・
分
析
の
動

向
を

注
視
す

る
。
 

補
足
資
料

(1
0
)
参

照
 

 補
足
資
料

(1
1
)
参

照
 

注
：

課
題
欄

の
括
弧

内
の
ペ
ー
ジ
数
は
中
間
取
り
ま
と
め
の
ペ
ー
ジ
数
を
示
す
。
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第
１

表
 

中
間
取

り
ま

と
め

か
ら

抽
出
さ

れ
た

課
題
及
び

現
状

（
６

／
６

）
 

 
課
題
 

現
状
 

備
考
 

10
 

設
計

上
予
定
さ
れ
な
い

AD
S
作
動
 

・
 3

号
機
ベ
ン
ト
成
功
は
、
状
況
が
推
移
す

る
中
で

必
ず
し
も

設

計
上

予
定
さ
れ
て
い
た
わ
け
で
は
な

い
が

、
自
動

減
圧
系

（
AD

S）
の
作
動
条
件
が
揃
い
、
そ
れ
に

よ
っ
て

生
じ
た
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
チ
ェ
ン
バ
（

S/
C）

圧
力
の
急

上
昇
が

ラ
プ
チ
ャ

ー
デ

ィ
ス

ク
の
破
壊
と
ベ
ン
ト
の
成
功
に

繋
が

っ
た
【

P.
29
】
 

（
S/

C
の
圧
力
上
昇
を

RH
R
ポ
ン
プ
の
吐

出
圧
確

立
と
誤
検

知
）
 

・
 Ａ

Ｄ
Ｓ

の
作

動
条
件

と
し
て
，
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
信
号
で
は
な

く
，

ポ
ン
プ

遮
断
器

閉
信
号
を
設
定
し
て
い
る
。
 

・
 今

後
の

調
査

・
分
析

の
動
向
を
注
視
す
る
。
 

補
足
資
料

(1
2
)
参

照
 

 

11
 

RP
V
か

ら
の
輻
射
を
考
慮
し
た

PC
V
過
温
破

損
の

可
能
性
 

・
 原

子
炉

格
納
容
器
（

PC
V）

上
部
は
、
原

子
炉
圧

力
容
器

（
RP
V）

と
の
距
離
も
近
く
、
原
子
炉
圧

力
容
器

（
RP
V）

が
高

温
に

な
っ
た
場
合
、
輻
射
な
ど
の
影

響
で

蒸
気
温

度
を
超
え

て

原
子

炉
格
納
容
器
（

PC
V）

温
度
が
上
昇

す
る
と

の
指
摘
も

あ

る
。【

P.
34
】
 

・
 大

量
の

水
蒸
気
が
存
在
す
る
条
件
に

お
け

る
過
温

破
損
の
メ

カ

ニ
ズ

ム
に
つ
い
て
検
討
を
要
す
る

。【
P.
3
4】

 

・
 重

大
事

故
等

対
処
設

備
を
用
い
た
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
応

に
よ

り
，
Ｒ

Ｐ
Ｖ
か

ら
の
輻
射
に
よ
り
Ｐ
Ｃ
Ｖ
が
過
温
破
損
に

至
る

よ
う
な

事
故
シ

ー
ケ
ン
ス
と
な
ら
な
い
こ
と
を
確
認
し
て

い
る

。
 

・
 自

主
対

策
設

備
と
し

て
，
原
子
炉
ウ
ェ
ル
注
水
設
備
を
設
置
す

る
こ

と
と
し

て
い
る

。
 

・
 現

状
対

応
で

シ
ビ
ア

ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
策
上
の
問
題
は
無
い
。
 

    補
足
資
料

(1
3
)
参

照
 

 

注
：

課
題
欄

の
括
弧

内
の
ペ
ー
ジ
数
は
中
間
取
り
ま
と
め
の
ペ
ー
ジ
数
を
示
す
。
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3. 補足資料 

(1) 耐圧強化ベントラインについて 

(2) 圧力開放板の信頼性について 

（島根原子力発電所２号炉 重大事故等対処設備について 別添資料－1抜粋） 

(3) サプレッション・チェンバのスクラビングによるエアロゾル捕集効果 

（島根原子力発電所２号炉 重大事故等対策の有効性評価 成立性確認 補足

説明資料12抜粋） 

(4) 改良ＥＰＤＭ製シール材の適用性について 

（島根原子力発電所２号炉 重大事故等対策の有効性評価 付録2抜粋） 

(5) 真空破壊装置の構造について 

(6) シールドプラグの構造について  

(7) 原子炉格納容器の漏えい想定箇所について 

（島根原子力発電所２号炉 重大事故等対処設備について 別添資料－3及び

島根原子力発電所２号炉 重大事故等対策の有効性評価 付録2抜粋） 

(8) 原子炉建物水素濃度監視設備について 

（島根原子力発電所２号炉 重大事故等対処設備について 別添資料－3抜粋） 

(9) 水素漏えい時の対策について 

（島根原子力発電所２号炉 重大事故等対処設備について 別添資料－3抜粋） 

(10) 逃がし安全弁窒素ガス供給系について 

（島根原子力発電所２号炉 重大事故等対処設備について 3.3抜粋） 

(11) ＳＲＶの耐環境性能向上に向けた取り組みについて 

（島根原子力発電所２号炉 重大事故等対策の有効性評価 成立性確認 補足

説明資料30抜粋） 

(12) 自動減圧機能及び代替自動減圧機能の論理回路について 

（島根原子力発電所２号炉 重大事故等対策の有効性評価 成立性確認 補足

説明資料42抜粋） 

(13) 原子炉ウェル代替注水系について 

（島根原子力発電所２号炉 重大事故等対処設備について 補足説明資料 53

条抜粋） 
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補足資料(1) 

耐圧強化ベントラインについて 

 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するための自主対策設備である耐圧強化ベントラ

インによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱手段は，万一，炉心損傷前に格納容

器フィルタベント系が使用できない場合に，原子炉格納容器内雰囲気ガスを窒素

ガス制御系及び非常用ガス処理系を経由して，主排気筒に沿って設置している排

気管から排出することで，原子炉格納容器内の減圧及び除熱を行うものである。 

耐圧強化ベントラインの系統概要図を第１図に示す。 

耐圧強化ベントラインに関するアクシデントマネジメント対策実施当時からの

変更点は以下のとおり。 

・ラプチャーディスクの撤去 

・MV226-5の撤去 

・耐圧強化ベントラインの分岐位置の変更 

・AV226-11,12，MV226-15,16，MV217-20の追設 

（格納容器フィルタベント系の他系統との隔離弁について２重で設置） 

・AV217-4,5,18（ベント弁第１弁及び第２弁）を電動駆動弁に変更 

・MV217-23の追設（ベント弁第２弁の多重化） 

 

耐圧強化ベントラインの隔離弁の仕様を第１表に示す。 

AV226-11,12及び MV226-15,16については，弁シート部がメタル又は膨張黒鉛製

であるため，200℃，２Pd環境下において十分な耐熱性能を有しており，高温劣化

の懸念が無い。 

MV226-2A,2Bは弁シート部に EPTゴムを使用しており，耐熱温度は 150℃である

が，有効性評価のうち高圧・低圧注水機能喪失時における格納容器温度の最大温

度は約 153℃であるため，炉心損傷前の格納容器ベント実施時の当該弁シート部の

温度は耐熱温度である 150℃以下となると考えられる。高圧・低圧注水機能喪失時

における格納容器温度の推移を第２図に示す。また，耐圧強化ベントラインによ

る格納容器ベント前の系統構成として，非常用ガス処理系が運転中であれば非常

用ガス処理系を停止し，当該弁の全閉を確認する手順を整備している。 
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第１表 耐圧強化ベントラインの隔離弁の仕様 

 
耐圧強化ベントライン 

の隔離弁 

非常用ガス処理系との 

接続配管の隔離弁 

非常用ガス処理系 

フィルタ出口の隔離弁 

弁番号 AV226-11 MV226-15 AV226-12 MV226-16 MV226-2A MV226-2B 

型式 バタフライ弁 

駆動方式 空気作動 電動駆動 空気作動 電動駆動 電動駆動 電動駆動 

シート材 メタル 膨張黒鉛 メタル 膨張黒鉛 EPT ゴム EPT ゴム 

開閉状態 NC・FC NC・FAI NC・FC NC・FAI NC・FAI NC・FAI 

 

 

 

第２図 高圧・低圧注水機能喪失時における格納容器温度の推移 
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   補足資料(2) 

圧力開放板の信頼性について 

 

１．圧力開放板の信頼性について 

圧力開放板の設定破裂圧力は,ベントを実施する際の妨げにならないよう，ベ

ント開始時の格納容器圧力（約 384kPa[gage]）と比較して十分低い圧力で動作す

るように，設定破裂圧力は 80kPa（圧力開放板前後差圧）を適用している。 

操作実施後，圧力開放板が動作したことを第２表に示すパラメータの指示傾向

を監視し判断する。 

 

第２表 圧力開放板が作動したことの確認パラメータ 

確認パラメータ 指示傾向 

格納容器圧力 指示値が下降する。 

フィルタ装置出口配管圧力 指示値が一旦上昇し，その後下降する。 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ

（低レンジ） 
指示値が上昇する。 

 

２．圧力開放板の凍結による影響について 

圧力開放板は，大気との境界に設置されることから，フィルタ装置出口配管端

部から降水が浸入し，凍結することで機能に影響を与えることがないように系統

開口部から降水が浸入し難い構造とする。 

銀ゼオライト容器下流側の圧力開放板出口側は第３図に示すとおり大気側に

開放されているため，格納容器フィルタベント系の出口配管の頂部放出端から雨

水が流入した場合，圧力開放板まで流入する。そのため，圧力開放板の下流側配

管に雨水排水ラインを設けることにより，流入した雨水は圧力開放板下流側配管

内に蓄積せずに系外へ放出することができ，配管内で凍結することはない。 

一方で，圧力開放板の出口側配管は大気開放されていることから，配管内で水

分が結露して水滴が付着し，その状態で外気温が氷点下以下となった場合には圧

力開放板表面で水分が凍結する可能性がある。圧力開放板表面が凍結することに

よる設定圧力での作動影響については，圧力開放板表面を意図的に凍結させ，凍

結状態を模擬した破裂試験を実施し，破裂圧力に影響がないことを確認する。 
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第３図 雨水排水ライン系統図 

 

 

 

 

第４図 圧力開放板構造図 

 

 

雨水排水ラインの止め弁については，系統待機時に雨水排水ラインに雨水が溜

まらないよう，プラント通常運転中は開運用とする。そのため，雨水排水ライン

の止め弁については，ベント実施前に人力で確実に閉操作する運用とする。 

なお，ベン卜実施中は，常にベントガスの流れがあるため，放出口から雨水が

流入することは考えにくい。また，仮に放出口から雨水が流入したとしても，流

入した雨水はスクラバ容器に回収され，格納容器に移送することが可能である。 

 

  

400A 

ホルダー 
400A 
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３．製作時の考慮 

圧力開放板は以下の項目を確認することで，信頼性を確保している。 

圧力開放板の試験内容を第３表に示す。ホルダーについて耐圧・漏えい試験を

行い，漏えい及び変形が無いことを確認しており，ディスクについては複数（実

機取付用，破裂試験用，予備）製作しロット管理を行い，気密試験，耐背圧試験

及び破裂試験に合格したロットの中から，系統に設置する圧力開放板を選定する

こととしており，破裂圧力の許容差を考慮し 80kPa～110kPaで圧力開放板が確実

に動作すると考えている。 

第３表 ラプチャディスク試験内容 

試験項目 試験内容 試験個数 判定基準 

気密試験 

ディスク出口側（凹部）を大気圧とし，

ディスク入口側（凸部）より試験圧力  
※１にて加圧保持（10分以上）

し，漏えいの有無を圧力計の指示値に

て確認する。 

ディスク 

２枚 

圧力降下がな

いこと。 

耐背圧試験 

ディスク入口側（凸部）を大気圧とし，

ディスク出口側（凹部）より試験圧力  
※２にて加圧保持（10分以上）

し，漏えいの有無を圧力計の指示値に

て確認及び変形の有無を確認する。 

ディスク 

２枚※３ 

圧力降下・変

形がないこ

と。 

破裂試験 

ディスク出口側（凹部）を大気圧とし，

ディスクが破裂するまで入口側（凸部）

より加圧する。 

ディスク 

４枚以上※４ 

破 裂 圧 力 が

80 ～ 110kPa

の範囲内であ

ること。 

耐圧・漏えい試

験 

穴をあけたディスクをホルダーに組込

み，最高使用圧力 427kPa以上に加圧保

持（10分以上）し，漏えい・変形の有

無を圧力計・目視により確認する。 

ホルダー

１個（全数） 

圧力降下・変

形 が 無 い こ

と。 

※１：常用圧力の上限（差圧）

※２：メーカ設計値

※３：気密試験に使用した２枚にて実施

※４：気密試験，耐背圧試験に使用した２枚を含む計４枚以上にて実施

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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   補足資料(3) 

サプレッション・チェンバのスクラビングによるエアロゾル捕集効果 

 

有効性評価の「添付資料 3.1.3.3」で評価している“雰囲気圧力・温度による静

的負荷(格納容器過圧・過温破損)時において残留熱代替除去系を使用しない場合

における格納容器フィルタベント系からのＣｓ－137放出量評価について”は，サ

プレッション・チェンバのスクラビングによるエアロゾル状の放射性物質の捕集

についても期待しており，その捕集効果はＭＡＡＰコード内（ＳＵＰＲＡ評価式）

で考慮している。 

事故発生後サプレッション・プール水は沸騰するが，沸騰時には気泡中の水蒸

気凝縮に伴う除去効率の向上が見込めないため，捕集効果に影響を及ぼす可能性

がある。 

ここでは，サプレッション・プール水の沸騰による，捕集効果への影響につい

て検討を行った。 

 

１．スクラビング時のサプレッション・プール水の状態 

事故発生後，ＣｓＩ及びＣｓＯＨは原子炉圧力容器から原子炉格納容器内気相

部へ移行し，また，その大部分は原子炉格納容器内液相部に移行する。ＭＡＡＰ

解析により得られた原子炉格納容器内液相部中のＣｓＩ及びＣｓＯＨの存在割

合の時間推移を第５図に，サプレッション・プール水温度の時間推移を第２図に

示す。 

第５図より，初期のブローダウンによるスクラビングの効果等により，ＣｓＩ

及びＣｓＯＨの大部分が初期の数時間で液相部へと移行することが分かる。また，

第６図より，最初の数時間においては，サプレッション・プール水温度は未飽和

状態であり，沸騰は起きていないことがわかる。すなわち，サプレッション・プ

ールでスクラビングされる大分部のＣｓＩ及びＣｓＯＨは，最初の数時間で非沸

騰状態下でのその効果を受け，残りの少量のＣｓＩ及びＣｓＯＨが沸騰状態下で

のスクラビングを受けることになる。 

このことから，サプレッション・チェンバの総合的な捕集効果に対しては，沸

騰条件下でのスクラビング効果の影響よりも，非沸騰状態下でのスクラビング効

果の影響の方が支配的になると考えられる。 
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第５図 原子炉格納容器内液相部中の存在割合 

第６図 サプレッション・プール水温度 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

1.0.12-27



２．沸騰時のスクラビング効果 

 (1)スクラビング効果に関する試験 

沸騰後においても少量のエアロゾル粒子がサプレッション・プールのスクラビ

ングを受けるため，沸騰時のスクラビング効果が極めて小さい場合は，サプレッ

ション・チェンバの総合的な捕集効果に与える影響は大きくなる可能性がある。 

沸騰時のスクラビング効果については，電力共同研究にて実験が行われており，

未飽和時のスクラビング効果との比較が行われている。試験の概要と試験結果を

以下に示す。 

ａ．試験の概要 

試験装置は直径約１m，高さ５mの第７図に示す円筒状容器であり，第４表

に示す試験条件のもと，スクラバ水のスクラビング効果を測定している。 

 

ｂ．試験結果 

スクラバ水が未飽和である場合と，沸騰している場合の試験結果を第８図

に示す。第８図では未飽和時の実験データを白丸，沸騰時の実験データを黒

丸で示しており，スクラバ水の水深を実機と同程度（約１m）とした場合で

は，スクラビング効果は沸騰時と未飽和時で同等程度となっている。このこ

とから，実機においても，沸騰後にサプレッション・プールのスクラビング

効果が全く無くなる（ＤＦ＝１）ことにはならず，沸騰後のスクラビングが

サプレッション・チェンバの総合的な捕集効果に与える影響は限定的となる

と考えられる。 

 
 

第７図 試験装置の概要 

 

 

 

 

第４表 試験条件 
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第８図 エアロゾル粒子に対するスクラビング効果 

出典：共同研究報告書「放射能放出低減装置に関する開発研究」（PHASE2）最

終報告書 平成 5年 3月 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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 (2)沸騰による除去効果への影響について 

スクラビングによる除去効果について，ＭＡＡＰ解析ではスクラビング計算プ

ログラム（ＳＵＰＲＡコード）により計算されたＤＦ値のデータテーブルに，プ

ール水深，エアロゾルの粒子径，キャリアガス中の水蒸気割合，格納容器圧力及

びサプレッション・プールのサブクール度の条件を補間して求めている。 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の残留熱代

替除去系を使用しない場合では，第９図のとおり，格納容器フィルタベント系に

よる格納容器ベントの実施に伴いサプレッション・プールは飽和状態（沸騰状態）

になるため，サプレッション・プールの沸騰による除去効果への影響を確認した。 

ＭＡＡＰ評価条件及び評価結果を第５表及び第６表に示す。なお，エアロゾル

の粒径については，スクラビング前後でそれぞれ最も割合の多い粒径について除

去効果への影響を確認した。その結果，第６表のとおり沸騰時の除去効果は非沸

騰時に比べて小さいことを確認した。 

 

 

第９図 サプレッション・プールのサブクール度の推移 
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第５表 評価条件 

項 目 評価条件※ 選定理由 

蒸気割合 ％ 
格納容器ベント実施前の D/Wにおける

蒸気割合（約 89％）相当 

格納容器圧力 
kPa[gage] 

格納容器ベント実施前の格納容器圧力

を考慮して設定（設定上限値） 

サプレッション・

プール水深 
m 

実機では水深３m以上のため，設定上

限値を採用 

サブクール度
℃ 未飽和状態として設定（設定上限値） 

℃ 飽和状態として設定（設定下限値) 

エアロゾルの粒径

（半径） 

μm スクラビング前の最も割合が多い粒径

μm スクラビング後の最も割合が多い粒径

※ ＳＵＰＲＡコードにより計算されたデータテーブルの設定値を採用

第６表 評価結果 

粒径 

（半径） 

ＤＦ 

未飽和状態 

（サブクール度 ℃） 

飽和状態 

（サブクール度 ℃） 

μm 

μm 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補足資料(4) 

改良ＥＰＤＭ製シール材の適用性について 

島根２号炉では，改良ＥＰＤＭ製シール材として

を採用する計画である。 

改良ＥＰＤＭ製シール材の開発経緯を以下に示す。 

・従来，原子炉格納容器のシール材（ガスケット）として使用していたシリコン

ゴムは，使用温度範囲が－60℃～＋200℃であり，従来のＥＰＤＭ製シール材

の使用温度範囲－50℃～＋150℃よりも耐熱性は若干高いものの，既往の試験

結果から高温蒸気環境での劣化が確認されていた。

・従来のＥＰＤＭ製シール材はシリコンゴムに比較して高温蒸気に強い材料であ

ったが，更なる耐熱性向上を目的に材料の改良を進め，改良ＥＰＤＭ製シール

材を開発した。 

改良ＥＰＤＭ製シール材については，ガスケットメーカにおいて，耐熱性，耐

高温蒸気性及び耐放射線性の確認を目的に，事故時環境を考慮した条件（放射線

量 800kGy を照射した上で 200℃の蒸気環境にて 168 時間）にて圧縮永久ひずみ試

験が実施されており，耐性が確認されている。 

島根２号炉で採用予定の改良ＥＰＤＭ製シール材

については，ガスケットメーカで実施された試験と同様に圧縮永久ひずみ試験を

実施するとともに，重大事故等時の温度及び放射線による劣化特性がシール機能

に影響を及ぼすものでないことを実機フランジ模擬試験にて確認している。 

また，改良ＥＰＤＭ製シール材は，ガスケットメーカにて材料や特長に応じ定

めている型番品（ ）として管理されているものであり，

当該品を特定可能であることから，メーカ型番を指定することにより今回シール

機能が確認されたものを確実に調達することが可能である。 

なお，今後の技術開発により，より高い信頼性があるシール材が開発された場

合は，今回と同様に圧縮永久ひずみ試験等を実施し，事故時環境におけるシール

機能評価を行うことで，実機フランジへの適用性について確認する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補足資料(5) 

真空破壊装置の構造について 

 

以下に真空破壊装置の構造を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10図 真空破壊装置構造図 

 

 

 

 

 

ベント管 

ドライウェル側 サプレッション 
・チェンバ側 

O リング設置位置 

（改良 EPDM シール材

に変更） 

ガスケット設置位置 

（改良 EPDM シール材に変更） 

Ａ 

Ａ 
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補足資料(6) 

 

 

シールドプラグの構造について 

 

以下にシールドプラグの概略構造を示す。 

 

 

 

 

 

 

第 11図 シールドプラグ概略構造図 

 

Ａ Ａ 

シールドプラグ ラビリンス構造 

原子炉格納容器 

 

 

 
 

 

  

Ａ－Ａ断面 

 

原子炉建物４階の上からシールドプラグを見た平面図 
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補足資料(7) 

 

 

原子炉格納容器の想定漏えい箇所について 

 

１．想定漏えい箇所 

原子炉格納容器の想定漏えい箇所を第７表に示す。ＰＡＲの設計条件では格納容器

バウンダリ構成部ハッチ類シール部８箇所のうち口径及び許容開口量に対する裕度

から漏えいポテンシャルが最も大きいと考えられるドライウェル主フランジから全

量漏えいすることを想定する。有効性評価結果を踏まえた条件では当該８箇所から分

散して水素が漏えいすることを想定する。 

 

第７表 想定漏えい箇所 

フロア 想定漏えい箇所 
設計 
条件 

有効性評価結果を
踏まえた条件 

原子炉建物 
原子炉棟４階 

ドライウェル主フランジ（１箇所） ○ ○ 

原子炉建物 
原子炉棟２階 

逃がし安全弁搬出ハッチ（１箇所）  ○ 

原子炉建物 
原子炉棟１階 

機器搬入口（２箇所）  ○ 

所員用エアロック（１箇所）  ○ 

制御棒駆動機構搬出ハッチ（１箇所）  ○ 

原子炉建物 
原子炉棟 
地下階 

サプレッション・チェンバ 
アクセスハッチ（２箇所） 

 ○ 
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第 12図 評価対象部位位置図（原子炉建物４階） 

第 13図 評価対象部位位置図（原子炉建物２階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 14図 評価対象部位位置図（原子炉建物１階） 

第 15図 評価対象部位位置図（原子炉建物地下階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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２．原子炉格納容器バウンダリにおけるシール材の変更について 

原子炉格納容器バウンダリに使用しているシール材については，今後，下記に

示すとおり重大事故環境下で健全性が確認されたシール材に変更する。 

第８表 原子炉格納容器バウンダリに使用されているシール材の変更 

バウンダリ箇所 部品 変更前部材 変更後部材 

原子炉格納容器 

本体・ハッチ類 

ドライウェル 

主フランジ 
フランジガスケット シリコンゴム 改良ＥＰＤＭ 

機器搬入口 
フランジガスケット シリコンゴム 改良ＥＰＤＭ 

所員用エアロック 
扉ガスケット シリコンゴム 改良ＥＰＤＭ 

均圧弁シート フッ素樹脂 ＰＥＥＫ材 

電線貫通部シール フッ素樹脂 黒鉛 

ハンドル軸貫通部

Ｏリング
フッ素ゴム 改良ＥＰＤＭ 

逃がし安全弁 

搬出ハッチ 
フランジガスケット シリコンゴム 改良ＥＰＤＭ 

制御棒駆動機構搬

出ハッチ 
フランジガスケット シリコンゴム 改良ＥＰＤＭ 

配管貫通部 貫通部フランジ

(X-7A,B) 
フランジガスケット シリコンゴム 改良ＥＰＤＭ 

貫通部フランジ

(X-23A～E) 
フランジＯリング シリコンゴム 改良ＥＰＤＭ 

貫通部フランジ

(X-107) 
フランジＯリング シリコンゴム 改良ＥＰＤＭ 

原子炉格納容器 

隔離弁 

窒素ガス制御系 

バタフライ弁 
弁座シート ＥＰゴム 改良ＥＰＤＭ 

ＴＩＰボール弁 
弁座シート フッ素樹脂 改良ＥＰＤＭ 

グランドシール フッ素樹脂 改良ＥＰＤＭ 

弁ふたシール 

フッ素ゴム

改良ＥＰＤＭ 

フッ素樹脂

ＴＩＰパージ弁 
弁体シート ＥＰゴム 改良ＥＰＤＭ 

グランドシール ＥＰゴム 改良ＥＰＤＭ 

弁ふたシール ＥＰゴム 改良ＥＰＤＭ 
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補足資料(8) 

原子炉建物水素濃度監視設備について 

 

１．原子炉建物水素濃度監視設備の設計方針について 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建物原子炉棟の水素濃度が

変動する可能性のある範囲で測定するための設備として原子炉建物水素濃度を

設置する。 

 

(1) 設計方針 

原子炉建物水素濃度は炉心の著しい損傷が発生し，ジルコニウム－水反応等

で短期的に発生する水素ガス及び水の放射線分解等で長期的に緩やかに発生

し続ける水素ガスが格納容器から原子炉建物原子炉棟へ漏えいした場合に，原

子炉建物原子炉棟において，水素濃度が変動する可能性のある範囲で測定を行

い，中央制御室において連続監視できる設計とする。また，原子炉建物水素濃

度は電源が喪失した場合においても常設代替交流電源設備又は可搬型代替交

流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

 

(2) 主要仕様 

原子炉建物水素濃度の主要仕様を第９表に示す。原子炉建物水素濃度は原子

炉建物原子炉棟の水素濃度を触媒式または熱伝導式水素濃度検出器を用いて

電気信号として検出する。検出された電気信号を演算装置にて水素の濃度信号

に変換した後，中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。第 16 図に

概略構成図を示す。 

 

第９表 原子炉建物水素濃度の主要仕様 

名称 
検出器 

の種類 
計測範囲 個数     取付箇所 

原子炉 

建物 

水素濃度 

触媒式 

水素検出器 

０～ 

10vol％ 
１ 

原子炉建物原子炉棟地下１階 

・トーラス室：１個 

熱伝導式 

水素検出器 

０～ 

20vol％ 
６ 

原子炉建物原子炉棟４階 

・床から５m：１個 

・天井から－１m：１個 

原子炉建物原子炉棟２階 

・非常用ガス処理系吸込配管近傍：１個 

・ＳＲＶ補修室：１個 

原子炉建物原子炉棟１階 

・ＣＲＤ補修室：１個 

・所員用エアロック室：１個 
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第 16図 原子炉建物水素濃度の概略構成図 

 

(3) 設置場所 

原子炉建物水素濃度の検出器の設置場所を第 17図から第 20図に示す。 

なお，局所エリア（SRV 補修室，CRD 補修室及び所員用エアロック室）及び

トーラス室に漏えいした水素ガスを早期検知及び滞留状況を把握することは，

水素爆発による原子炉建物の損傷を防止するために有益な情報になることか

ら，局所エリア及びトーラス室に漏えいした水素ガスを計測するため水素濃度

計を設置し，事故時の監視性能を向上させる。これにより，格納容器内にて発

生した水素ガスが漏えいするポテンシャルのある箇所での水素濃度と，水素ガ

スが最終的に滞留する原子炉建物原子炉棟４階での水素濃度の両方を監視で

きることとなり，原子炉建物原子炉棟全体での水素影響を把握することが可能

となる。なお，トーラス室の水素ガスの挙動としては，格納容器から漏えいし

た高温の気体による上昇流（エネルギーとしては１kW 程度）と，上昇した気

体が天井および側壁にて冷却されることで発生する下降流により，トーラス室

の雰囲気全体を混合する自然循環流が生じ，水素濃度はほぼ均一になると考え

られるため，第 20図に示す設置場所に１台設置する。 

 

指 示 

中央制御室 
触媒式 

水素検出器 
演算装置 

記 録(注 1) 

 

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 

 

 

 

指 示 

中央制御室 
熱伝導式 

水素検出器 

記 録(注 1) 

 

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 
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第 17図 原子炉建物水素濃度の設置場所（原子炉建物４階） 

第 18図 原子炉建物水素濃度の設置場所（原子炉建物２階） 

第 19図 原子炉建物水素濃度の設置場所（原子炉建物１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 20図 原子炉建物水素濃度の設置場所（原子炉建物地下１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補足資料(9) 

水素漏えい時の対策について 

 

有効性評価結果を踏まえた条件における原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析

では，局所エリアを含めて水素濃度が可燃限界未満となること，原子炉建物原子

炉棟４階の全てのサブボリュームにおいて水素濃度に偏りがないこと，格納容器

ベント実施により水素発生源を断ち，原子炉建物原子炉棟への水素漏えいを抑制

できることを確認している。 

また，ＰＡＲ設計条件における原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析では，ＰＡ

Ｒによる水素処理による原子炉建物原子炉棟の水素上昇を抑制できること，原子

炉建物原子炉棟４階の全てのサブボリュームにおいて水素濃度に偏りがないこ

とを確認している。 

これらの解析結果を踏まえ，格納容器設計漏えい率を超えるような異常な漏え

いが発生した場合には，格納容器フィルタベント系による格納容器ベントを実施

し，原子炉建物原子炉棟内の水素濃度上昇を抑制することが有効と考える。また，

局所エリアへ設置する水素濃度計により格納容器からの水素漏えいを早期に検

知することが可能であり，原子炉建物原子炉棟４階に設置する水素濃度計ととも

に原子炉建物原子炉棟内全体での水素影響を把握することが可能である。自主対

策設備も含めた水素漏えい時の対策の全体フローを第 21 図に，フローに記載し

ている判断基準の考え方を以下に示す。 
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【判断基準の考え方】 

① 異常な漏えいを抑制するため格納容器ベントを実施 

水素濃度が 1.5vol％を超えるとＰＡＲの作動，水素処理による水素濃度上昇

の抑制効果を見込むことができ，また，格納容器の設計漏えい率を超えた状態

では水素とともに放射性物質も漏えいする可能性が高いため，早期に格納容器

ベント操作へ移行する方が有効と考え，水素濃度 2.5vol％に到達した時点でベ

ント実施を判断する。また，ベント実施基準の 2.5vol%に対し，運転操作の余

裕時間（0.4vol%＝３時間）を踏まえ，水素濃度 2.1vol%に到達した時点でベン

ト準備を判断する。 

 

② 非常用ガス処理系の停止 

非常用ガス処理系は，格納容器から漏えいしたガスに含まれる放射性物質を

低減しつつ，水素を大気へ放出することで原子炉建物原子炉棟の水素濃度上昇

を抑制でき，また，水素の成層化を防ぐ換気効果を有することから，運転可能

な場合は使用する。ただし，非常用ガス処理系は防爆仕様ではないため，系統

内での水素爆発のリスクを回避する必要があり，可燃限界を下回る水素濃度

1.8vol％※を非常用ガス処理系の停止基準とする。 

 

※非常用ガス処理系内の蒸気凝縮による水素濃度上昇（約 1.36 倍）を考慮し，

水素濃度計の計器誤差（±1.1%）を加味した上で，可燃限界の４vol%に到達 

しない基準として設定（４/1.36-1.1≒1.8vol%） 

 

③ 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開放 

ＰＡＲによる水素処理や格納容器ベントによる水素処理にも関わらず，原子

炉建物原子炉棟への水素が漏洩する場合には，原子炉建物燃料取替階ブローア

ウトパネルを開放することにより水素濃度上昇を抑制する。ＰＡＲによる水素

処理や格納容器ベントによる水素上昇の抑制効果を考慮し，原子炉建物燃料取

替階ブローアウトパネル開放は格納容器ベントを実施してもなお水素濃度が低

下しない場合に実施する。なお，第 22 図に原子炉建物燃料取替階ブローアウト

パネル開放による燃料取替階の水素濃度の時間変化を示すが，格納容器ベント

の判断基準である水素濃度 2.5vol%から，原子炉建物燃料取替階ブローアウト

パネル開放の判断及び準備時間を踏まえても，可燃限界到達までには十分に時

間的余裕があることから，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの開放操

作は可能であり，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開放後は燃料取替

階の水素濃度の低減が期待できる。 
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④ 原子炉ウェル代替注水系による原子炉ウェル注水 

ドライウェル主フランジからの水素ガス漏えいを抑制するため，原子炉格納

容器内の温度の上昇が継続し，171℃に到達した場合において，原子炉ウェル代

替注水系が使用可能であれば原子炉ウェル代替注水系による原子炉ウェルへの

注水を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 21図 水素漏えい時の対策フロー  

非常用ガス処理系 起動 

④原子炉ウェル代替注水系による 

原子炉ウェル注水 

②非常用ガス処理系の停止（判断基準）

水素濃度：1.8vol％ 

≪２階非常用ガス処理系 

吸込口付近の 

原子炉建物水素濃度≫ 

事故発生 

格納容器内水素濃度確認 

≪格納容器水素濃度（ＳＡ）≫ 

≪格納容器水素濃度≫ 

炉心損傷確認 

≪格納容器雰囲気放射線モニタ≫ 

≪原子炉圧力容器温度（ＳＡ）≫ 

原子炉建物原子炉棟への漏えい確認 

（以降，監視強化） 

≪原子炉建物水素濃度≫ 

ＰＡＲ作動確認 

≪静的触媒式水素処理装置入口温度≫ 

≪静的触媒式水素処理装置出口温度≫ 

③原子炉建物燃料取替階ブローアウト 

パネル開放 

≪原子炉建物水素濃度≫ 

水素濃度が低下

した場合 

水素濃度が低下

した場合 

水素濃度が低下

しない場合 

30 分経過しても水素濃度が 

低下しない場合 

継続監視 

格納容器ベントの準備 

（判断基準）水素濃度：2.1vol% 

 

≪原子炉建物水素濃度≫ 

①異常な漏えいを抑制するため， 

格納容器ベントを実施 

（判断基準）水素濃度：2.5vol％ 

 

≪原子炉建物水素濃度≫ 
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第 22図 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開放による水素濃度の 

時間変化（ＰＡＲ及び格納容器ベント不作動時） 

 

解析条件   ：格納容器漏えい率 10%/日 
漏えい箇所  ：ドライウェル主フランジのシール部 

可燃限界 

ＢＯＰ開放 
（水素濃度 2.5vol%到達から約 4.5 時間後） 

格納容器ベント判断基準 

約 13 時間 
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  補足資料(10) 

逃がし安全弁窒素ガス供給系について 

 

１．設備概要 

逃がし安全弁の作動に必要な逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの

供給圧力が喪失した場合に備え，逃がし安全弁窒素ガス供給系を設ける。 

 

本系統は，逃がし安全弁に対して窒素ガスを供給するものであり，逃がし安全

弁用窒素ガスボンベ及び逃がし安全弁窒素ガス供給系の配管・弁等で構成する。 

 

逃がし安全弁窒素ガス供給系は，独立した２系列で位置的分散を図る系統構成

であり，中央制御室又は現場での弁操作により逃がし安全弁用窒素ガスボンベの

高圧窒素ガスを，逃がし安全弁のアクチュエータのピストンへ供給する。 

なお，逃がし安全弁窒素ガス供給系の各系列には使用側及び待機側の２系列の

逃がし安全弁用窒素ガスボンベが設置されており，ボンベ圧力が低下した場合に

おいても，現場操作により逃がし安全弁用窒素ガスボンベの切替えが可能な設計

とする。 

逃がし安全弁窒素ガス供給系の系統圧力は，逃がし安全弁の作動環境条件を考

慮して格納容器圧力が設計圧力の２倍の状態（853kPa[gage]）においても全開可

能な圧力に設定変更可能な設計とする。 

 

逃がし安全弁窒素ガス供給系の系統概要図を第 23図に，重大事故等対処設備

一覧を第 10表に示す。 
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第 10表 逃がし安全弁機能回復（代替窒素供給）に関する重大事故等対処

設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 逃がし安全弁用窒素ガスボンベ【可搬】 

附属設備 － 

水源 － 

流路 逃がし安全弁窒素ガス供給系配管・弁【常設】 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ【常設】 

注水先 － 

電源設備 － 

計装設備（補助）※1 ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力【常設】 

Ｎ２ガスボンベ圧力【常設】 

※１：重大事故等対処設備を活用する手順等の着手の判断基準として用いる補助

パラメータ 

 

２．主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

個数      :15（予備 15） 

容量      :約 47L/個 

充填圧力    :約 15MPa[gage] 

設置場所    :原子炉建物付属棟２階 

保管場所    :原子炉建物付属棟２階 
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 補足資料(11) 

 

ＳＲＶの耐環境性能向上に向けた取り組みについて 

 

１．概要 

ＳＲＶの耐環境性向上対策は，更なる安全性向上対策として設置を進め

ている逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備に対して，ＳＲＶ駆動源である

高圧窒素ガスの流路となる「ＳＲＶ用電磁弁」及び「ＳＲＶシリンダ」に

対してシール材の改良を実施するものとする。 

 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備は，逃がし安全弁窒素ガス供給系と独立し

た窒素ガスボンベ，自圧式切替弁及び配管・弁類から構成し，ＳＲＶ用電磁弁の

排気ポートに窒素ガスボンベの窒素ガスを供給することにより，電磁弁操作を不

要としたＳＲＶ開操作が可能な設計とする。 

ここで，自圧式切替弁をＳＲＶ用電磁弁の排気ポートと逃がし安全弁窒素

ガス代替供給設備の接続部に設置し，以下の（１）通常運転時，（２）逃が

し安全弁窒素ガス供給系によるＳＲＶ動作時，（３）逃がし安全弁窒素ガス

代替供給設備によるＳＲＶ動作時に示すとおりの切替操作が可能な設計と

する。 

（１）通常運転時（ＳＲＶ待機時） 

   自圧式切替弁は，弁体が逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の窒素

ガスボンベ側を閉止し排気ポート側を原子炉格納容器内に開放するこ

とで，ＳＲＶピストンが閉動作するときの排気流路を確保する。 

（２）逃がし安全弁窒素ガス供給系によるＳＲＶ動作時 

   自圧式切替弁は，排気ポート側を開放しており，ＳＲＶ閉動作時の

ピストンからの排気を原子炉格納容器へ排気するための流路を確保す

る。 

（３）逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備によるＳＲＶ動作時 

   自圧式切替弁は，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の窒素ガスボ

ンベ圧力によりバネ及び弁体を押し上げられることにより排気ポート

を閉止し，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の窒素ガスボンベから

ＳＲＶピストンまでの流路を確保する。 

 また，自圧式切替弁の弁体シール部は全て，無機物である膨張黒鉛シ

ートを使用しており，重大事故等時の高温蒸気や高放射線量の影響に

よりシール性が低下することがない設計としている。 

本系統は，ＡＤＳ機能がない２個へ，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設

備の窒素ガスボンベの窒素ガスの供給を行う設計とする。 

ここで，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の系統概要図を第 24 図に，

ＳＲＶ本体に対する電磁弁及び自圧式切替弁の配置図を第 25 図に，自圧式

切替弁の構造図を第 26 図に，自圧式切替弁及び電磁弁の動作概要図を第

27 図に示す。 
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第 24 図 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備 系統概要図 

  

 

 屋外 
原子炉格納容器 

 

 

 

PI 

PI 

 AO 

≀  ≀  主蒸気配管 

≀  ≀  

サプレッション 

・チェンバへ 

主蒸気配管 

A

O 

短管取付け箇所 
サプレッション 

・チェンバへ 

RV202-1A 

RV202-1J 

窒素ガスボンベ 

３本 

原子炉建物 

 

 

  

 

 

1.0.12-51



第 25 図 ＳＲＶ本体に対する電磁弁及び自圧式切替弁の配置図 

第 26 図 自圧式切替弁 構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 27 図 自圧式切替弁及び電磁弁 動作概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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２．ＳＲＶ用電磁弁の耐環境性能試験結果並びに今後の方針について 

（１）試験目的

  ＳＲＶの機能向上させるための更なる安全対策として，逃がし安全弁窒

素ガス供給系及び逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備により高圧窒素ガ

スを供給する際に流路となるバウンダリについて，電磁弁の作動性能に影

響を与えないシール部を，従来のフッ素ゴムより高温耐性が優れた改良Ｅ

ＰＤＭ材に変更し，高温蒸気環境下におけるシール性能を試験により確認

する。 

（２）試験体概要

  試験体であるＳＲＶ用電磁弁の概要並びに改良ＥＰＤＭ材の採用箇所

を第 28 図に示す。 

第 28 図 改良ＥＰＤＭ材を採用したＳＲＶ用電磁弁概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（３）試験手順及び項目

  本試験で実施する試験項目を第 29 図に示す。 

 

 

 

 

 

第 29 図 試験手順及び項目 

※１シール性確認の判定基準

・排気(ＥＸＨ)ポート側圧力に供給(ＳＵＰ) ポート側圧力の漏えいが認

められないこと。

・無励磁時の漏えい量は目標として 以下であること。 

初期機能試験 

蒸気曝露試験（シール性能確認※1） 

事故時放射線照射処理 

熱・放射線同時劣化処理 

加圧劣化処理 

機械劣化処理 

振動劣化処理 

劣化処理後の機能試験 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（４）蒸気曝露試験装置概要及び蒸気曝露試験条件

本試験で使用する蒸気曝露試験装置の概要を第 30 図に示す。また，重

大事故環境試験条件を第 11 表及び蒸気曝露試験条件を第 31 図に示す。 

第 30 図 蒸気曝露試験装置の概要 

第 11 表 重大事故環境試験条件 

項目 条件 

時間(経過) 0～168時間 168～175時間 

圧力(kPa[gage]) 710 854 

温度(℃) 171 178 

雰囲気 蒸気 蒸気 

放射線量(MGy) ※１

※１：事象発生から 7日間の累積放射線量を示す。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 31図 蒸気曝露試験条件 

（５）蒸気曝露試験並びに分解調査結果

  蒸気曝露試験の結果，蒸気曝露試験中において漏えいが確認されること

はなく，分解調査の結果，僅かな変形，軟化が確認されたものの，従来の

設計基準事故環境下に比べ高温蒸気に対して，より長時間（第 28 図参照）

にわたって，ＳＲＶ駆動部(シリンダ)へ窒素ガスを供給する経路のシール

性能が発揮され耐環境性が向上していることを確認した。 

  蒸気曝露試験後のＳＲＶ用電磁弁を分解し，主弁，ピストン弁シート部

及び主弁シート部Ｕパッキン(第 28 図参照)シール部分について，健全品

との比較調査を行った。第 12 表にシール部分の分解調査結果(主弁シート

部シール部分及び主弁シート部Ｕパッキンシール部分)を示す。 

  外観及び寸法確認の結果，主弁シート部シール部分については，シート

部が軟化してシール部分の凹部の変形が確認されたが僅かなものであっ

た。また，従来のフッ素ゴム材を使用する主弁シート部Ｕパッキンについ

ても変形が確認されたが僅かなものであった。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 12 表 シール部分の分解調査結果 

（主弁シート部シール部分及び主弁シート部Ｕパッキンシール部分） 

（６）今後の方針

ＳＲＶ駆動部（シリンダ）へ窒素ガスを供給する経路のシール性能が

発揮されていることが確認されたことから，ＳＲＶの機能向上させるた

めの更なる安全性向上対策として，全てのＳＲＶ用電磁弁について改良

ＥＰＤＭ材を採用した電磁弁に交換する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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３．ＳＲＶシリンダ改良の進捗及び今後の方針について 

（１）設計方針

  ＳＲＶシリンダのシール部においては，熱によって損傷する恐れがある

ことから，高温蒸気環境下におけるシール性能を向上させることを目的と

して，シリンダピストンの作動に影響を与えないシール部（シリンダＯリ

ング）を，従来のフッ素ゴムより高温耐性が優れた改良ＥＰＤＭ材に変更

する予定である。 

  また，従来のフッ素ゴム材を使用するピストンの摺動部においては，ピ

ストン全開動作時に，フッ素ゴム材のシート部（ピストンＯリング）の外

側に改良ＥＰＤＭ材のシート部（バックシートＯリング）を設置すること

により，ピストンＯリングが機能喪失した場合においてもバックシートに

よりシール機能を維持することが可能となる改良を実施する予定である。 

  ここで，既設シリンダの概要図を第 32 図に，改良シリンダの概要図を

第 33 図に示す。 

  なお，改良シリンダに対しては，シリンダ単体試験，ＳＲＶ組合せ試験

を実施するとともに，高温蒸気環境下におけるシリンダ漏えい試験を実施

している。 
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第 32 図 既設シリンダ概要図 

第 33 図 改良シリンダ 概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（２）健全性確認試験

  改良シリンダの健全性確認試験として，放射線劣化試験後（放射線量：

約  MGy），下記の第 13 表に示すシリンダ単体試験，ＳＲＶ組合せ試

験及び蒸気曝露試験を実施し，ＳＲＶ動作に対して影響がないことの確認

を実施した。 

第 13 表 改良シリンダの健全性確認試験内容 

確認項目 判定基準 結果 

シリンダ

単体試験 

駆動部作

動試験 

円滑に作動すること 
良 

駆動部漏

えい試験 

漏えいがないこと 

良 

ＳＲＶ組

合せ試験 

最小作動

圧確認試

験 

全開操作可能なこと 

良※1 

逃がし弁

機能試験 

アキュムレータ容量

（  L）で全開作動

すること 

回全開操作※2 可能な

こと 

入力信号から 秒以

内※2 に全開動作可能な

こと 

良 

蒸気曝露

試験 

開保持確

認 

168 時間連続開保持可

能なこと 
良 

※１:最小作動圧力 MPa で動作可能なことを確認 

※２:設計基準事故対処設備のＥＣＣＳ機能(ＡＤＳ機能)としての系統設計

要求事項 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 34図 蒸気曝露試験装置の概要 

（３）今後の対応

ＳＲＶシリンダの改良は，ＤＢＡ時のＳＲＶ動作に影響を与える変更※

１となることから，信頼性確認試験※２を実施し，プラント運転に影響を与

えないこと及び 200℃／0.854MPa[gage]／168hr の環境下において開保持

可能できることを確認した。試験条件を第 35 図（緑線）に示す。また，

耐環境性試験（200℃／0.854MPa[gage]／168hr）前後のシリンダピストン

部の外観写真を第 36 図に示す。 

※１：改良シリンダは，ＳＲＶ本体に接続するシリンダ摺動部となるピ

ストン寸法及び重量が増加する

※２：信頼性確認試験の項目は機械劣化試験，放射線劣化試験，熱劣化

試験，加振試験，耐震試験，水力学的動荷重試験，事故時放射線

試験，蒸気曝露環境試験及び作動試験等となる 

今後は，更なる安全性向上のため改良シリンダを採用することとし，

実機への導入準備が整い次第，至近のプラント停止中に設置する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 35 図 試験条件 

（ａ）耐環境試験前 （ｂ）耐環境試験後 

第 36 図 耐環境性試験前後のシリンダピストン部の外観写真 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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４．シール材の健全性について 

ＳＲＶ用電磁弁及びＳＲＶシリンダのシール材をフッ素ゴムから改良

ＥＰＤＭへ変更することにより，シール機能の耐環境性向上について下記

のとおり示す。 

①フッ素ゴム及び改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試験について

フッ素ゴム及び改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試験結果の

比較を表 14 に示す。 

第 14 表の試験結果は，ＳＲＶが設置されている原子炉格納容器内にお

ける事故後７日間の累積放射線量を上回る 800kGy を照射し，原子炉格納

容器限界温度である 200℃以上の環境に曝露した後，フッ素ゴム及び改良

ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみを測定した結果を示している。その

結果，フッ素ゴムは 800kGy，乾熱，200℃の環境に３日間（72h）曝露され

ることで圧縮永久ひずみが  に劣化することが予想されるのに

対して，改良ＥＰＤＭ製シール材は 800kGy，乾熱/蒸気，200℃の環境に７

日間(168h)曝露されても圧縮永久ひずみは最大  であることが

確認できている。本結果が示すとおり，改良ＥＰＤＭ製シール材はフッ素

ゴムより耐環境性が十分高いことが確認できるため，シール機能の耐環境

性向上が達成できると考えている。 

第 14 表 シール材の圧縮永久ひずみ試験結果 

材質 
放射線 

累積照射量 
ガス性状 温度 

圧縮永久ひずみ試験※ 

24h 72h 168h 

フッ素ゴム 800kGy 乾熱 200℃ 

改良ＥＰＤＭ 800kGy 乾熱 200℃ 

改良ＥＰＤＭ 800kGy 乾熱 250℃ 

改良ＥＰＤＭ 800kGy 蒸気 200℃ 

改良ＥＰＤＭ 800kGy 蒸気 250℃ 

※圧縮永久ひずみ試験とは，所定の圧縮率をかけ変形させた後，開放時の戻り量を評価するものである。完全

に元の形状に戻った場合を０％，全く復元せず完全に圧縮された状態を 100％としている。圧縮永久ひずみ

試験結果が低い程，シール材の復元量が確保されていることを意味しており，シール機能は健全であること

を示している。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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②改良ＥＰＤＭ製シール材の性能確認試験について

上記の①で示すシール材特性試験に加え，改良ＥＰＤＭ製シール材のシ

ール機能を確認するために，小型フランジ試験装置を用いて事故環境下に

曝露させ，性能確認試験を実施している。本試験は原子炉格納容器内にお

ける事故後７日間の累積放射線量の目安である 800kGy，格納容器限界温度

である 200℃と余裕を見た 250℃の環境に７日間(168h)曝露した試験体に

対して He 気密性能確認試験を実施し，格納容器限界圧力 2Pd(0.853MPa)

を超える  MPa 加圧時において漏えいがないことを確認した。 

なお，改良ＥＰＤＭ製シール材の試験の詳細を別紙-1「改良ＥＰＤＭシ

ール材の試験について」で示す。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙-1 

改良ＥＰＤＭシール材の試験について 

 改良ＥＰＤＭシール材について，耐高温性，耐蒸気性を確認するために，

800kGy のガンマ線照射を行った材料を用いて，高温曝露又は蒸気曝露を行

った後，気密確認試験を実施して漏えいの有無を確認した。また，試験後の

外観観察，ＦＴ－ＩＲ分析及び硬さ測定を行い，曝露後のシール材の状況を

確認した。本試験に使用した試験治具寸法を第 37図，外観を第 38図に示す。

シール材の断面寸法は実機の１／２とし，内側の段差１mm に加えて外側か

らも高温空気又は蒸気に曝露されるため，実機条件と比較して保守的な条件

となると想定される。試験の詳細と結果を以下に記載する。 

①高温曝露

熱処理炉を使用して 200℃，168h の高温曝露を実施した。 

②蒸気曝露

東京電力技術開発センター第二研究棟の蒸気用オートクレーブを使用して，

１MPa，250℃の蒸気環境下で 168時間曝露を実施した。蒸気用オートクレーブ

の系統図を第 39 図に，試験体設置状況を第 40 図に示す。 

③He 機密確認試験

高温曝露及び蒸気曝露後の試験体について，He を用いて気密試験を実

施した。負荷圧力は 0.3MPa，0.65MPa，0.9MPa とし，スヌープでのリー

ク確認と，0.3MPa は保持時間 10 分，0.65MPa 及び 0.9MPa は保持時間 30

分で圧力降下の有無を確認した。また，0.8mm の隙間ゲージを用いて開

口変位を模擬した機密確認試験も実施した（実機 1.6mm 相当の変位）。

試験状況を第 41 図，第 42 図に，試験結果を第 15 表に示す。いずれの条

件下でもリーク及び圧力降下は認められなかった。 

④試験後外観観察

デジタルマイクロスコープを用いて He 気密確認試験後のシール材表

面を観察した。観察結果を第 43 図に示す。シール材表面に割れ等の顕

著な劣化は認められなかった。 

第 37 図 試験治具寸法 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 38 図 試験治具及びシール材外観 

第 39 図 蒸気用オートクレーブ系統図 

第 40図 蒸気曝露試験体設置状況 

試験体 

蒸気試験用オートクレーブ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 41図 He気密確認試験状況    第 42 図 He 気密試験時開口模擬（隙間ゲージ使用） 

 

第 15 表 He 気密試験確認状況 

No. 曝露条件 
γ線照射

量 
変位 0.3MPa 0.65MPa 0.9MPa 

1 乾熱 200℃，168h 800kGy 
無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

2 
蒸気 1MPa，250℃， 

168h 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

3 
蒸気 1MPa， 250℃， 

168h 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

○：リーク及び圧力降下なし 

 

 

   

 

 

第 43 図 試験後外観観察結果 

（a:乾熱 200℃，168h  b，c:蒸気 250℃，168h） 

  

曝露面 曝露面 曝露面 

シート面 シート面 シート面 

試験体 

ａ ｂ ｃ 
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⑤ＦＴ－ＩＲ分析

試験後のシール材のＦＴ－ＩＲ分析結果を第 44 図，第 45 図に示す。

ＦＴ－ＩＲは赤外線が分子結合の振動や回転運動のエネルギーとして吸

収されることを利用して，試料に赤外線を照射して透過又は反射した光

量を測定することにより分子構造や官能基の情報を取得可能である。高

温曝露中に空気が直接接触する位置（曝露面）では，ベースポリマーの

骨格に対応するピークが消失していたが，その他の分析位置，曝露条件

では顕著な劣化は認められなかった。 

第 44 図 ＦＴ－ＩＲ分析結果（曝露面） 

第 45 図 ＦＴ－ＩＲ分析結果（シート面） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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 ⑥硬さ測定 

 試験後のシール材の硬さ測定結果を第 46 図に示す。曝露面，シート面，

裏面，断面の硬さを測定した。曝露面において，乾熱 200℃，168h 条件

では酸化劣化によって硬さが顕著に上昇していた。その他の部位，条件

では，蒸気 250℃，168h 条件の曝露面で若干の軟化が確認された以外，

硬さは初期値近傍であり，顕著な劣化は確認されなかった。 

 

第 46 図 硬さ測定結果 

 

 

以上の試験結果から，200℃，２Pd，168h の条件下では，改良ＥＰＤＭ

シール材を使用した場合は，圧力上昇時のフランジ部の開口を勘案しても

原子炉格納容器フランジ部の気密性は保たれると考えられる。 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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   補足資料(12) 

 

自動減圧機能及び代替自動減圧機能の論理回路について 

 

１．自動減圧機能の論理回路について 

自動減圧機能は，設計基準事象（中小破断ＬＯＣＡ）の際に，自動的に原子炉

を減圧し，低圧炉心注水を促進させることを目的とした設備であり，事象条件と

しては中小破断ＬＯＣＡ＋外部電源喪失＋高圧炉心スプレイ系の単一故障を想

定し,ドライウェル圧力高と原子炉水位低（レベル１，３）のＡＮＤ条件及び残

留熱除去ポンプ又は低圧炉心スプレイポンプ運転の場合に，自動減圧させること

ができる設計としている。 

また，上記想定では，高圧炉心スプレイ系以外の非常用炉心冷却系（低圧ＥＣ

ＣＳ）は作動するが，低圧ＥＣＣＳが全て作動しなかった場合は，減圧しても冷

却水が注入されずインベントリが急減する恐れがあることから，低圧ＥＣＣＳポ

ンプ１台以上が運転中であれば作動する回路とし，自動減圧までに１２０秒の時

間遅れをもたせ，自動減圧機能の阻止スイッチを設置することで，低圧ＥＣＣＳ

が全て作動していない場合には，自動減圧を阻止する手順としている。 

  逃がし安全弁用電磁弁の作動信号について，第47図の逃がし安全弁Ｂの場合，

自動減圧機能の作動信号はＳＶ‐６Ｂ，７Ｂ弁に，手動減圧機能の作動信号は

ＳＶ‐５Ｂ弁に入力しており，電磁弁を共用しない設計とすることで自動減圧

機能は手動減圧機能に悪影響を及ぼさない設計としている。 

 

２．代替自動減圧機能の論理回路について 

代替自動減圧機能は，低圧ＥＣＣＳの多重故障も想定し，低圧ＥＣＣＳポンプ

が全台故障している場合には減圧しないよう原子炉水位低（レベル１）及び残留

熱除去ポンプ又は低圧炉心スプレイポンプ運転の場合に，自動減圧させることが

できる設計としている。 

逃がし安全弁用電磁弁の作動信号について，第47図の逃がし安全弁Ｂの場合，

代替自動減圧機能の作動信号はＳＶ‐５Ｂ弁に，自動減圧機能の作動信号はＳＶ

‐６Ｂ，７Ｂ弁に入力しており，電磁弁を共用しない設計とすることで代替自動

減圧機能は自動減圧機能に悪影響を及ぼさない設計としている。 

なお，ＴＱＵＸにおけるＳＲＶ手動開放失敗の想定については，手動操作の不

確実性を考慮しており，ＳＶ‐５Ｂ弁は健全性を有している想定としている。 

  

３．低圧ＥＣＣＳポンプ運転信号の検出方法について 

低圧ＥＣＣＳポンプ運転状態は，ポンプ遮断器「閉」信号又はポンプ吐出圧力

高信号で検出可能である。島根２号炉では，第48図のとおりポンプの吐出圧力計

をポンプ下流の逆止弁後段にのみ設置しており，ポンプ起動後に異常停止しても

残圧により，ポンプ運転状態を正確に判別することができない可能性があること

から，ポンプが起動していることを正常に検出可能な遮断器「閉」信号を採用し

ている。 
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電動機の制御回路には機械的な異常を検知する過電流継電器が設置されてお

り，軸固着等の機械的な異常時でも遮断器が開放され，ポンプ不動作を検知可能

である。他の過電流を生じない何らかの機械的な異常によりポンプが正常に運転

できていない可能性はあるが，低圧ＥＣＣＳポンプ４台全てが同様の故障状態

(電気的に正常かつ機械的に異常)となる可能性は極めて低い。低圧ＥＣＣＳポン

プ４台全てが同様の故障状態の場合でも，中央制御室のポンプ吐出圧力計等の確

認により運転員がポンプの異常を判断し，従来から整備している低圧ＥＣＣＳポ

ンプ全台故障時の自動減圧を手動で阻止する手順により対処可能である。 

 

第47図 自動減圧系及び代替自動減圧機能の論理回路図 
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第48図 低圧炉心スプレイ系 系統概要図 

※残留熱除去系についても，ポンプ，逆止弁，圧力計は 

同様な配置構成 
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   補足資料(13) 

 

原子炉ウェル代替注水系について 

 

水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための自主対策設備である原子

炉ウェル代替注水系は，重大事故等時において，ドライウェル主フランジを冷却

することで原子炉格納容器外への水素漏えいを抑制し，原子炉建物の水素爆発を

防止する機能を有する。ドライウェル主フランジは第 49図に示すように，原子炉

ウェルに注水することで，ドライウェル主フランジシール材を外側から冷却する

ことができる。 

ドライウェル主フランジは重大事故等時の過温・過圧状態に伴うフランジ変形

で，シール材が追従できない程の劣化があると，原子炉格納容器閉じ込め機能を

喪失する。このシール材は，以前はシリコンゴムを採用していたが，原子炉格納

容器閉じ込め機能の強化のために耐熱性，耐蒸気性，耐放射線性に優れた改良Ｅ

ＰＤＭ製シール材に変更し原子炉格納容器閉じ込め機能の強化を図っている。 

改良ＥＰＤＭ製シール材は 200℃蒸気が７日間継続しても原子炉格納容器閉じ

込め機能が確保できることを確認しているが，シール材の温度が低くなると，熱

劣化要因が低下し，原子炉格納容器閉じ込め機能もより健全となり，原子炉建物

原子炉棟への水素漏えいを抑制できる。 

 

 
第 49 図 原子炉ウェル代替注水系 概略図  
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原子炉ウェル代替注水系は，大量送水車，接続口等から構成され，重大

事故等時に原子炉建物外から代替淡水源（輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水

槽（西２））の水，又は海水を，大量送水車により原子炉ウェルに注水する

ことでドライウェル主フランジを冷却できる設計とする。 

なお，ドライウェル温度（ＳＡ）（ドライウェル上部温度）の指示値を

中央制御室にて監視することで，継続的にドライウェル主フランジが冷却で

きていることを確認可能である。 

 

1.0.12-75




